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を論証・確認するには至らなかった。最終的には，特区での自由診療で高度な医療  17） について




























































る社団医療法人に代わるものとして，基金拠出型医療法人  20） という仕組みが医療法人に含まれ
るかたちで制度化された。ただし，既存の持分の定めのある社団医療法人（含む出資額限度法
人  21） ）には，「当分の間」これら新法の適用はなく，経過措置型医療法人として存続し続けるこ
ととなった  22） 。 
 　一方，地域医療の新たな担い手となる「社会医療法人」が創設され，「救急医療等確保事業」
として不採算医療ともいわれる救急医療，周産期医療，小児（救急）医療，へき地医療，災害医
療のいずれか等を担う役割が求められた  23） 。同法人には，公益性の高い医療サービスを提供する
主体という位置づけから，その認定や公的運営に関し高い要件が規定されたが  24） ，その反面，法
人の自主的な経営基盤の強化と安定的な経営を図るための方策として，法人税や固定資産税など










いまだ社会医療法人が存在しない地域もある  26） 。また，法人認定の必須要件とされる救急医療等
確保事業のうち，精神を含む救急医療事業での認定を受けるケースが多い反面，社会問題ともなっ




























































































 1） 河野鎭雄，室三郎（1950）『醫療法人制度の解説』東京医政社，2頁。 
 2） 『前掲書』，3頁。 
 3） 「医療法の一部を改正する法律の施行に関する件」（昭和25年8月2日），第一（一般事項）2，発医第98号，
各都道府県知事あて厚生事務次官通達。 




















 11） 「前掲誌」，173～174頁。 





































































 22） 当然のことながら，新法適用の医療法人から経過措置適用の医療法人への移行は不可とされている。 
 23） 社会医療法人は，医療提供体制の確保に関して都道府県や市町村，公的医療機関の機能を代替えするも
のとして，一般の医療法人とは異なる特別な主体として位置づけられている。そのため社会医療法人の
主な役割としては，本文で触れたように公的医療機関と並んで都道府県が国の方針に即し，地域の実情
に応じて定める医療計画に記載された5事業，すなわち「救急医療等確保事業」を担う主体となることで
ある。もちろん当該事業をおこない得る構造設備，体制および実績が求められる。また，国，都道府県，
市町村と並び，地域のかかりつけ医を支援し連携しながら急性期医療を担う「地域医療支援病院」の開
設主体としての役割もある。さらに，公的医療機関，大学と並び，地域における医療の確保に関し地域
医療再生計画や医師不足地域への医師の派遣などに関する施策を協議する場として都道府県が開設する
「医療対策協議会」の構成員となることが求められている。 
 24） 社会医療法人の認定にあたっては，まず，県医療審議会または社会保障審議会に諮問し新法人にふさわ
しいとの意見集約，救急医療等確保事業などの実施が必要とされる。さらに，特定・特別医療法人と同様，
統一的な規定ではあるが，役員・社員・評議員に関し配偶者及び三親等以内の親族，特殊な関係のある
者が総数の3分の1を超えないことや，財産の帰属先の制限がある。また，公的な運営に関する要件とし
ては，期末遊休財産額の制限（前期費用を超えない），株式などの保有の原則禁止，役員報酬の支給基準
の明確化などがあり，くわえて特別医療法人要件と同様，社会保険診療収入比率，自費患者に対する請
求基準，特別の利益供与の禁止などがある。 
 25） 税制の優遇措置としては，医療保健業のうち本来業務（病院等施設の運営）を非課税に，また，所定の
収益事業所得から収益事業以外への支出につき，所得金額の50％または年間200万円のいずれか多い金
額を限度に「みなし寄附金」として非課税となった。この他にも医療保健業のうち附帯業務及び収益業
務の軽減税率（22％）などの措置が図られた。さらに，2009年度の税制改正により地方税である救急医
療等確保事業の用に供する固定資産税等（固定資産税・都市計画税・不動産取得税）および医療関係者
の養成所に係る固定資産税が非課税となり，他の医療法人にはみられない特段の税制優遇が措置された。 
 26） 社会医療法人の認定にあたっては，必須要件となる「救急医療等確保事業」を記載した都道府県の医療
計画の実施が2008年4月からとなったことなどから，認定申請開始も同日以降となり，第1号認定は同年
7月10日となった。その後，既存の医療法人からの移行や都市において申請認定が順調に進んだが，申請
認定開始から4年を経ても岩手県，富山県，福井県，静岡県の4県では社会医療法人が存在しない。 
 27） 都道府県別にみると，へき地医療事業での認定が多い北海道19法人22施設をはじめ，救急医療事業での
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認定の多い大阪市18法人23施設が続く。救急医療等確保事業の業務区分別では，精神を含む救急医療事
業で認定を受けるケースが多くを占め，反面，周産期医療事業では全国で4法人の認定と極めて少ない。 
 28） 各都道府県衛生主管部（局）長あて厚生労働省医政局総務課長・厚生労働省医政局指導課長通知，医政
総発0330第4号・医政指発0330第4号「医療法人の役員と営利法人の役員の兼務について」，2012年3月
30日。なお，本通知以前は，両法人等の役職員を兼務している場合，医療機関の開設・経営に影響を与
えることがないものであること，とされていた。 
 
